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第１章 計画の概要と策定の背景 

１ 計画の概要 

（１） 計画改定の背景 

区は、 令和３ （ 2021） 年２ 月に策定し た「 港区一般廃棄物処理基本計画（ 第３ 次）」 に

基づき 、 環境に配慮し た持続可能な社会をめざし て、 循環型社会・ 脱炭素社会形成への

取組を、 区民・ 事業者と と も に進めてき まし た。  

こ の間、 国・ 東京都における法制度や各種計画が見直さ れるなど、 区の一般廃棄物処

理を 取り 巻く 状況は変化し ています。  

① 区の人口動向 

港区では当面の間、 人口増加が続く と 予測さ れており 、 令和 16（ 2034） 年には 30 万人

を 超える 推計と なっ ています（ 港区人口推計（ 令和８ 年３ 月））。 こ のよう な人口増加や

都市活動の活発化に伴い、 家庭や事業所から 排出さ れる廃棄物量の増加や、 多様化する

排出ニーズへの対応が求めら れるこ と が想定さ れます。  

② 資源循環型社会の実現に向けた動き 

国においては、 令和６ （ 2024） 年８ 月に「 循環型社会形成推進基本計画」 を 見直し 、

循環経済（ サーキュ ラ ーエコ ノ ミ ー） を国家戦略に位置付け、 資源生産性や循環利用率

の向上など、 ラ イ フ サイ ク ル全体で資源を 最適化する取組を強化し ています。 また、「 プ

ラ スチッ ク に係る資源循環の促進等に関する法律」 の施行により 、 製品設計から 廃棄・

再資源化まで一連の取組を求めるなど、 静脈分野（ 回収、 再資源化など） にと どまら な

い包括的な制度構築が進んでいます。  

③ 食品ロスの削減に向けた取組 

令和７ （ 2025） 年３ 月に「 食品ロスの削減の推進に関する基本的な方針」 の第２ 次基

本方針が閣議決定さ れ、 事業系食品ロスに関し て削減目標が引き 上げら れたほか、 地方

公共団体での食品ロス削減の取組の横展開や未利用食品の寄附の支援等、 新たな施策が

盛り 込まれまし た。  

また、 区が実施し た「 令和７ 年度ごみ排出実態調査（ 以下「 排出実態調査」 と いう 。）」

においては、 可燃ごみ中に未だ未利用食品などが含まれているこ と から 、 引き 続き 、 家

庭や店舗における食品ロス対策を 実施し ていく こ と が求めら れています。  

④ 自然災害への対応 

近年発生し た自然災害では、 大量の災害廃棄物の発生により 処理体制が逼迫し 、 被災

地の早期復旧・ 復興や住民生活の再建に支障を来し た事例も みら れています。 今後、 首

都直下地震を はじ めと する大規模災害の発生が懸念さ れる中、 頻発化・ 激甚化する自然

災害への備えと し て、 平時から の体制整備や関係機関と の連携強化を 進め、 災害時にお

ける迅速かつ適正な災害廃棄物処理を 実現するため、 対策の実効性を一層高めていく 必

要があり ます。  
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⑤ ＤＸの進化 

ごみの削減や資源・ ごみ収集の現場における多様かつ複雑な課題に対し 、 Ｉ ｏ Ｔ や 

Ａ Ｉ などの先端技術を 効果的に活用するこ と で、 業務の高度化・ 効率化を推進し 、 持続

可能で質の高い清掃・ リ サイ ク ル行政を実現し ていく こ と が求めら れます。  

◆ コラム ◆ 

■ ＳＤＧｓとは 

Ｓ Ｄ Ｇ ｓ （ 持続可能な開発目標： Sust ai nabl e Devel opment  Goal s） は、 平成 27（ 2015） 年９ 月の国連サミ ッ ト で採択

さ れた「 持続可能な開発のための 2030 アジェ ンダ」 に掲げら れた国際目標です。 令和 12（ 2030） 年までに達成すべき 17

の目標と 169 のタ ーゲッ ト で構成さ れ、「 誰一人取り 残さ ない」 を理念に、 経済・ 社会・ 環境の三つの側面のバラ ンスが

と れた社会をめざし ています。  

区は、 令和３ （ 2021） 年２ 月に策定し た「 港区一般廃棄物処理基本計画（ 第３ 次）」 において、 海洋プラ スチッ ク 問題

や食品ロスへの対応、 災害時の適正な廃棄物処理など、 Ｓ Ｄ Ｇ ｓ に密接に関わる取組を強化し 、 12 の数値目標の達成を

通じ てＳ Ｄ Ｇ ｓ の目標達成に貢献するこ と を掲げてきまし た。  

本計画では、 こ の考え方を引き 継ぎ、 基本理念「 環境に配慮し た持続可能な社会をめざし て、 循環型社会・ 脱炭素社会

形成への統合的な取組を、 区民・ 事業者と と も に推進し ます」 のも と 、 各取組をＳ Ｄ Ｇ ｓ の視点から 整理し ています。  

 
 

本計画と関連の深いSDGsのゴールと廃棄物分野での取組

食品ロスを削減し、社会全体での
食料・エネルギー損失を減少させ
ます。

製造・消費それぞれの段階で発生
する廃棄物の発生抑制の徹底、
再利用・再生利用の促進により、
持続可能な生産消費形態を確保し
ます。

安定的・効率的なごみ処理を維持・
継続し、全ての人々の健康的で快
適な生活を確保します。

気候変動及びその影響を軽減する
ため、ごみの減量や資源化の促進
により、ごみ処理の効率化や温室
効果ガスの削減に努めます。

ごみの減量や資源化についての情報
発信や学びの場の提供をとおして、
幅広い世代でごみ問題への理解を
深めます。

ごみの発生抑制・適正処理をとおして、
海洋プラスチック問題による海洋・
海洋資源への影響を防ぎます。

ごみの減量と資源化の促進により
消費と生産における資源効率を改善
させ、持続可能な経済成長と環境
保全の両立をめざします。

ごみの発生抑制・適正処理をとおして、
陸域生態系の保全・回復・持続可能
な利用をめざします。

事業者に対して資源利用効率向上
を働きかけ、持続可能な産業の促進
及びイノベーションの推進を図り
ます。

区民・事業者・区のパートナーシップ
を推進し、ごみの減量・資源化の目標
達成をめざします。

安全で快適な暮らしを維持するため、
適正かつ強靭な廃棄物処理体制を
構築します。
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（２） 計画の位置付け 

本計画は、「 廃棄物の処理及び清掃に関する法律」 に基づき 、 区内で発生する一般廃棄

物の発生抑制、 再使用、 再生利用及び適正処理を 総合的かつ計画的に推進するための基

本的な計画と し て位置付けます。  

本計画の策定に当たっ ては、国の「 環境基本計画」「 循環型社会形成推進基本計画」「 廃

棄物処理施設整備計画」 及び「 ごみ処理基本計画策定指針」 等を 踏まえると と も に、 東

京都の「 東京都資源循環・ 廃棄物処理計画」 と の整合を 図り ます。 また、「「 ＭＩ Ｎ Ａ Ｔ Ｏ

ビジョ ン 」 や、 上位計画である 「 港区環境基本計画」 等の関連計画と 連携し 、 区の環境

施策、 まちづく り 、 防災、 福祉、 地域活動等と 一体的に取組を 進めるも のです。  

本計画は、 区民・ 事業者・ 区がそれぞれの役割を理解し 、 日常生活や事業活動の中で

ごみの発生抑制、 資源の分別・ 循環利用、 適正排出に取り 組むための共通の指針と なる

も のです。 今後は、 本計画に基づき 、 循環型社会及び脱炭素社会の形成に向けた施策を

総合的に推進し ます。  
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（３） 計画期間 

国が定める「 ごみ処理基本計画策定指針（ 平成 28（ 2016） 年９ 月）」 によれば、 目標年

次を 概ね 10 年から 15 年先において、 概ね５ 年ごと に計画を 改定するほか、 計画策定の

諸条件に大き な変動があっ た場合には見直し を行う こ と が適切であると し ており 、 令和

８ （ 2026） 年度は計画の中間年度に当たるこ と から 、 近年の一般廃棄物処理を取り 巻く

状況を踏まえて、 必要な見直し を 行う も のです。  

計画期間の後期に当たる令和９ （ 2027） 年度から 令和 14（ 2032） 年度までの６ か年に

おける一般廃棄物処理行政の方向性を 示すも のと し て位置付けます。  

なお、本計画の改定に当たり 、令和７ 年度に「 港区一般廃棄物処理基本計画（ 第３ 次）

改定等に係る基礎調査」（ 以下「 基礎調査」 と いう 。） を 実施し 、 区民や区内事業者にア

ンケート 調査等を 行いまし た。 また、 集積所に排出さ れたごみ質やごみ量を 調査・ 分析

する「 排出実態調査」 も 同時に実施し ています。  

２ 港区の概況 

（１） 人口・世帯の状況 

港区の人口は、 長期的に増加傾向で推移し ています。 住民基本台帳に基づく 各年１ 月

１ 日現在の人口では、 平成７ （ 1995） 年から 平成８ （ 1996） 年にかけて 15 万人を下回っ

たも のの、 その後は高層住宅の供給や交通利便性の高さ 、 業務・ 商業機能の集積などを

背景に人口回復が進み、 近年も 増加基調が続いています。 特に、 港区は昼間人口が多い

業務・ 商業地域であると 同時に、 居住地と し ての機能も 高まっ ており 、 生活系ごみの排

出量や資源回収量に影響を及ぼす基礎的要因と し て、 人口動向を 継続的に把握するこ と

が重要です。  

世帯数についても 人口と 同様に増加傾向にあり 、 単身世帯や少人数世帯の増加がう か

がえます。 世帯数の増加は、 ごみの排出単位の増加につながるため、 人口一人当たり の

排出量が減少し た場合でも 、 区全体の収集・ 処理量が必ずし も 減少し ない要因と なり ま

す。  

また、 集合住宅の増加やラ イ フ スタ イ ルの多様化によ り 、 集積所の管理、 分別ルール

の周知、 資源回収方法の分かり やすさ など、 地域特性に応じ たき め細かな対応が求めら

れます。  

今後は、 人口・ 世帯数の増加傾向を踏まえ、 発生抑制と 分別徹底を 一層進めると と も

に、 増加する居住者や転入者にも 伝わり やすい周知・ 啓発を 行う こ と が必要です。  
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（ 出典： 港区人口推計（ 令和８ 年３ 月））  

 

（ 出典： 区ホームページ 各年１ 月１ 日現在の人口・ 世帯数）  
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（２） 事業所・産業の状況 

港区は、 都心部に位置し 、 業務、 商業、 宿泊、 飲食、 情報通信、 金融、 専門サービス

など多様な都市機能が高度に集積し ている地域です。 令和３ 年経済センサス‐ 活動調査

によると 、 港区の事業所数は総数で４ 万１ 千事業所を 超え、 従業者数は１ ０ ０ 万人を 上

回っ ており 、 夜間人口に比べて昼間の活動人口が非常に多いこ と が特徴です。 特に、 芝

地区、 麻布地区、 赤坂地区などでは、 オフ ィ ス、 商業施設、 飲食店、 宿泊施設が集積し

ており 、 区民の日常生活に伴う ごみだけでなく 、 事業活動に伴う ごみの発生が大き い地

域構造と なっ ています。  

こ のよう な産業構造は、 港区のごみ排出特性にも 大き く 影響し ています。 事業所や従

業者が多いこ と から 、 紙類、 食品廃棄物、 容器包装、 プラ スチッ ク 類など、 事業系ごみ

の発生量が多く なり やすく 、 排出事業者によ る発生抑制、 分別の徹底、 資源化の推進が

重要です。  

また、 飲食店や宿泊施設が多い地域では、 食品ロス削減や生ごみの適正処理、 繁華街

における不適正排出対策など、 業種や地域の特性に応じ た取組が求めら れます。  

今後は、 事業者の自己処理責任を 基本と し つつ、 区による指導・ 啓発や優良事例の共

有、 再利用計画書等を 活用し た取組の実効性向上により 、 事業系ごみの減量と 資源循環

を 一層進めていく 必要があり ます。  

 

 

（ 区ホームページ 町丁目別事業所数及び従業者数）  
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（３） これまでの資源・ごみ量の推移 

区収集可燃ごみ量は減少傾向ですが、 人口が増加傾向のため、 排出量の減少は緩やか

になっ ています。人口・ 世帯数が増加する中で、区収集ごみの総量を 抑制するためには、

可燃ごみと し て排出さ れている も のの中から 、 資源化や発生抑制が可能なも のを着実に

減ら し ていく こ と が重要です。  

資源化率についても 、減少傾向と なっ ているこ と から 、区収集ごみの減量に向けては、

可燃ごみ中に含まれる 資源の分別徹底に加え、 食品ロ ス削減、 使い捨てプラ スチッ ク の

使用抑制、 資源プラ スチッ ク の適正排出等を 進める必要があり ます。  
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第２章 ごみ処理基本計画 

１ 基本理念・基本方針 

（１）基本理念 

近年、 資源制約の深刻化、 気候変動問題の進展、 海洋プラ スチッ ク ごみ問題への対応な

どを 背景と し て、 社会全体で、 従来の「 大量生産・ 大量消費・ 大量廃棄」 を 前提と し た経

済活動や生活様式を 見直し 、 資源を 循環的に利用する持続可能な社会へ転換し ていく こ と

が求めら れています。  

港区においても 、 人口や世帯数の増加、 生活様式の多様化、 事業活動や来街者の回復な

どにより 、 ごみや資源の排出状況は変化し ています。 また、 可燃ごみの中には、 紙類やプ

ラ スチッ ク 類など、 本来資源と し て活用でき るも のが含まれている 状況も みら れ、 ごみの

発生抑制と 分別・ 資源化の徹底が引き 続き 重要な課題と なっ ています。  

こ う し た課題に対応するためには、 区民、 事業者、 区がそれぞれの役割を理解し 、 日常

生活や事業活動の中で、 ごみを 出さ ない工夫、 資源を 正し く 分ける 行動、 環境に配慮し た

選択を 積み重ねていく こ と が必要です。 区民及び事業者は、 自ら が廃棄物の排出者である

こ と を 自覚し 、 排出者と し ての責任に基づき 、 ごみの発生抑制、 再使用、 再資源化、 適正

排出に主体的に取り 組むこ と が求めら れます。  

区は、 安定的かつ適正な廃棄物処理体制を確保すると と も に、 区民及び事業者の取組を

支援し 、 分かり やすい情報発信、 環境学習、 事業者への指導・ 啓発、 資源回収の仕組みの

充実などを 通じ て、 資源循環の一層の推進を 図り ます。  

前期計画において掲げた「 環境に配慮し た持続可能な社会を めざし て、 循環型社会・ 低

炭素社会の形成に向けた取組を 、 区民・ 事業者と と も に推進する」 と いう 考え方は、 現在

の社会情勢においても 、 本区の廃棄物行政の基本と なるも のです。 一方で、 港区はゼロカ

ーボンシティ の実現を めざし ており 、 ごみの減量や資源循環の取組も 、 脱炭素社会の実現

に資する重要な取組と し て位置付ける必要があり ます。  

こ のため、本計画では、前期計画の理念を継承し つつ、「 低炭素社会」 から「 脱炭素社会」

への考え方の発展を踏まえ、 次の基本理念を 掲げます。  

 

基本理念 

環境に配慮した持続可能な社会をめざして 

循環型社会・脱炭素社会形成への統合的な取組を、区民・事業者とともに推進します。 
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（２）基本方針 

区の廃棄物処理の現状と 課題を 踏まえ、 基本理念の具現化に向け、 現行の基本方針につ

いても 以下のと おり 継承し ます。  

 

 

 

 

区では、 容器包装プラ スチッ ク と 製品プラ スチッ ク の一体的な回収や食品ロ ス削減に向

けた普及啓発など、 ごみの減量と 資源循環を 進める取組を 展開し てき まし た。 こ れら の取

組により 、 23 区でも 高い水準の資源化率を 維持すると と も に、 家庭から 出るごみの削減に

向けた取組を進めてき まし た。  

一方で、 基礎調査や排出実態調査では、 家庭ごみの中に紙類やプラ スチッ ク 類などの再

資源化可能な資源が混入し ている状況が確認さ れており 、 資源化率の向上には、 適正な分

別・ 排出の徹底が不可欠です。 また、 食品ロスについても 依然と し て発生し ており 、 家庭

や飲食店等における取組の継続・ 強化が必要です。  

区民一人ひと り が、 港区の資源循環を 支える 担い手であるこ と を 意識し 、 ごみの発生抑

制、 食品ロスの削減、 資源の適正な分別・ 排出に取り 組むこ と で、 循環型社会・ 脱炭素社

会の実現につなげていき ます。 区は、 分かり やすい情報提供、 普及啓発、 環境学習の充実

を通じ て、 区民の主体的な行動を 支援し 、「 区民の参画と 協働による３ Ｒ の推進」 に取り 組

みます。  

 

 

 

 

区内で発生するごみのう ち、 事業活動に伴っ て排出さ れる事業系ごみが大き な割合を 占

めています。 近年は、 事業活動や来街者の回復に伴い、 清掃工場等へ持ち込まれるごみ量

が増加する傾向にあり 、事業者による発生抑制と 資源化の取組が一層重要と なっ ています。 

排出実態調査では、 事業系ごみの中に紙類が多く 含まれており 、 分別の徹底により 資源

化を 進める余地があり ます。 また、 飲食店や宿泊施設等から 発生する食品廃棄物、 容器包

装、使い捨てプラ スチッ ク などについても 、発生抑制や再資源化を 進める必要があり ます。  

区は、 こ れまで大規模建築物に対する再利用計画書の提出義務や立入指導等を通じ て、

事業系ごみの減量と 資源化を促進し てき まし た。 今後は、 こ れら の取組を 継続・ 充実さ せ

ると と も に、 事業者が排出者責任に基づき 、 適正処理、 発生抑制、 再使用、 再生利用、 サ

プラ イ チェ ーン全体での廃棄物削減に主体的に取り 組めるよう 支援し ます。  

区は、 分かり やすい情報提供、 指導・ 助言、 優良事例の共有、 イ ンセンティ ブの活用な

どにより 、 事業者の自主的な取組を後押し し 、「 事業者の社会的責任に基づく 廃棄物の発生

抑制と 資源循環の促進」 を進めます。  

  

基本方針１ 

「区民の参画と協働による３Ｒを推進します」 

基本方針２ 

「事業者の社会的責任に基づく廃棄物の発生抑制と資源循環を促進します」 



■ 港区一般廃棄物処理基本計画 

10 

 

 

 

 

 

区は、 収集業務の効率化、 民間委託の活用、 収集ルート の見直し などにより 、 安定的で

効率的な清掃事業の運営に取り 組んでき まし た。 また、 繁華街における早朝収集や、 高齢

者世帯等への戸別訪問収集など、 地域特性や区民の生活状況に応じ た収集サービスの向上

を図っ てき まし た。  

一方で、 高齢化の進行、 集合住宅の増加、 集積所の戸別化、 小型充電式電池等による火

災リ スク の増加など、 清掃事業を取り 巻く 環境は変化し ています。 さ ら に、 大規模災害の

発生時には、通常の生活ごみに加え、多量の災害廃棄物が発生するこ と が想定さ れるため、

平常時から 迅速かつ適切に対応でき る体制を 整えておく 必要があり ます。  

区は、 効率的かつ安定的な収集運搬・ 処理体制を 確保すると と も に、 危険物の適正排出

に関する周知、 地域特性に応じ た収集サービスの充実、 災害廃棄物処理体制の整備を 進め

ます。 あわせて、 資源化の徹底により 処理量を 削減し 、 環境負荷の低減と 持続可能な廃棄

物処理の両立を 図り ます。  

こ れら の取組を 通じ て、 区は、 平常時・ 災害時の双方において、 安全で安心な区民生活

を支え続ける廃棄物処理体制を確保し ます。  

 

２ 資源・ごみの現状と課題 

（１） 区のこれまでの取組 

区では、 こ れまで環境に配慮し た持続可能な社会の実現を めざし て、 区民・ 事業者・

区が連携し ながら 、 ごみの減量と 資源化に取り 組んでき まし た。 前期計画では、 ３ Ｒ の

推進、 事業系ごみの発生抑制、 安全・ 安心な廃棄物処理体制の確保を 基本方針と し て掲

げ、 事業系ごみの削減、 プラ スチッ ク の資源循環、 食品ロスの削減、 資源回収の拡大な

ど、 日々の暮ら し や事業活動に関わる取組を 進めています。  

こ れら の取組により 、区民一人ひと り の分別意識の向上や、資源回収の仕組みの充実、

事業者によるごみ減量の取組などが進んでき まし た。 一方で、 可燃ごみの中にはまだ資

源と し て活用でき るも のが含まれているこ と 、 事業活動の活発化に伴い事業系ごみが増

加する可能性があるこ と 、 食品ロスやプラ スチッ ク ごみへの対応が引き 続き 必要である

こ と など、 今後も 取り 組むべき 課題があり ます。  

本節では、 計画に基づく こ れまでの主な取組を 振り 返り 、 今後のごみ減量・ 資源循環

を さ ら に進めるために必要な視点を整理し ます。  

   

基本方針３ 

「安全・安心な区民生活を支え続ける適正で効率的な廃棄物処理を実践します」 
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８つの重点施策 

番号 施策 

① 事業系ごみの発生抑制 

② プラスチックの使用抑制と資源循環 

③ 食品ロスの削減 

④ 資源回収の拡大 

⑤ 持続可能な集団回収制度の構築 

⑥ 安全・安心・便利な清掃事業の運営と収集サービスの改善 

⑦ 災害等への対応力の向上 

⑧ 効果的な普及・啓発と環境学習の充実 

 

① 事業系ごみの発生抑制 

港区では、 オフ ィ ス、 商業施設、 飲食店、 宿泊施設などが多く 集積し ているため、 区

内で発生するごみのう ち、 事業活動に伴っ て出さ れるごみが大き な割合を占めていま

す。 事業系ごみは、 事業者自ら が責任を持っ て減量・ 分別・ 適正処理を 行う こ と が基本

です。 区では、 こ れまで大規模建築物への立入検査や再利用計画書の提出指導、 分別方

法を 知ら せるリ ーフ レ ッ ト の配布などにより 、 事業者によるごみの減量と 資源化を 促し

てき まし た。  

新型コ ロナウイ ルス感染症の影響により 、 一時期は事業活動が縮小し 、 清掃工場へ持

ち込まれる事業系ごみ（ 持込ごみ） の量は減少し まし たが、 近年は人流の回復や街のに

ぎわいの戻り に伴い、 再び増加する傾向がみら れます。 また、 基礎調査では、 事業者か

ら 出さ れる可燃ごみの中に紙類が多く 含まれているこ と が確認さ れており 、 紙類を はじ

めと する資源化可能なも のを、 でき るだけごみにせず資源と し て活用し ていく 必要があ

り ます。  

今後は、 事業者への分かり やすい情報提供や指導を 継続すると と も に、 紙類や食品廃

棄物、 プラ スチッ ク 類などの分別・ 資源化や、 飲食店や宿泊施設、 小規模事業者にも 取

り 組みやすい方法を 示し 、 優良な取組事例の共有などを 通じ て、 事業者が自主的にごみ

の発生抑制に取り 組める環境づく り を 進める必要があり ます。  
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② プラ スチッ ク の使用抑制と 資源循環 

港区では、 平成 20（ 2008） 年 10 月から 、 容器包装プラ スチッ ク だけでなく 、 製品プラ

スチッ ク を含むプラ スチッ ク 全般を 資源と し て回収し 、 リ サイ ク ルを 進めてき まし た。

プラ スチッ ク は、 私たちの暮ら し の中で身近に使われている 一方で、 使い捨てによるご

みの増加や、 焼却時の温室効果ガスの排出、 海洋プラ スチッ ク ごみ問題などにつながる

こ と から 、 でき るだけ使う 量を 減ら し 、 使っ たも のは適切に分別し て資源と し て循環さ

せるこ と が必要です。  

基礎調査では、 ペッ ト ボト ルを 資源と し て出し ている区民の割合は高い一方で、 容器

包装プラ スチッ ク や製品プラ スチッ ク については、 資源と し て出し ている区民の割合が

半数程度にと どまっ ています。 そのため、 プラ スチッ ク の分別方法や出し 方について、

より 分かり やすく 周知し ていく 必要があり ます。 また、 レジ袋の有料化などを き っ かけ

に、 マイ バッ グを持参する、 プラ スチッ ク 製のスト ローやカ ト ラ リ ーを も ら わないと い

っ た行動は広がり つつあり ます。 今後は、 こ う し た日常的な取組を さ ら に定着さ せると

と も に、 区民・ 事業者・ 区が連携し て、 使い捨てプラ スチッ ク の使用抑制と プラ スチッ

ク 資源の循環利用を 進める必要があり ます。  
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③ 食品ロスの削減 

食品ロスと は、 まだ食べら れるにも かかわら ず捨てら れてし まう 食品のこ と です。 区

では、 家庭から 出る食品ロスを 減ら すため、 家庭用生ごみ処理機等の購入費助成や貸出

し 、 段ボールコ ンポスト 講座の実施などを 通じ て、 生ごみの減量や食品を 無駄にし ない

暮ら し 方を広く 紹介し てき まし た。 また、 家庭で使い切れない未利用食品を回収し 、 区

内の子ども 食堂等へ提供するフ ード ド ラ イ ブにも 取り 組んでいます。  

基礎調査では、 未利用食品を 捨てたこ と がある人の割合は減少し ており 、 食品ロス削

減への意識は少し ずつ高まっ ていると 考えら れます。 一方で、 排出実態調査では、 可燃

ごみの中に、 未利用食品が一定程度含まれているこ と が確認さ れています。 食品ロスを

減ら すためには、 買い物の前に冷蔵庫の中を 確認する、 必要な分だけ購入する、 食材を

使い切る、 料理を食べ切るなど、 日常生活の中で無理なく 続けら れる取組を 広げていく

こ と が大切です。  

飲食店や宿泊施設などの事業者においても 、 食べ残し や調理過程で発生する食品廃棄

物を 減ら すこ と が重要です。 区では、 食べき り 協力店の登録や表彰などを通じ て、 外食

時の食べ残し を 減ら す取組を進めてき まし た。 今後は、 家庭と 事業者の双方で食品ロス

削減の取組を 進めるため、 分かり やすい情報発信や優良事例の紹介、 フ ード ド ラ イ ブの

活用促進などを 通じ て、 食品を 大切に使い切る行動を さ ら に広げる必要があり ます。  

 

  

 

 

 

  

調理くず、過剰除去等

62.3%

食べ残し27.5%

未利用食品10.2%

可燃ごみ中の生ごみの分類

（令和７年度排出実態調査）
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④ 資源回収の拡大 

区では、 家庭から 出る資源を でき るだけごみにせず、 再び資源と し て活用するため、

様々な資源回収に取り 組んでいます。 集積所では、 資源プラ スチッ ク 、 古紙、 びん、

缶、 ペッ ト ボト ルを 回収し ているほか、 区有施設に回収ボッ ク スを 設置し て使用済み小

型家電製品や古着等を 集める「 拠点回収」、 区のイ ベント 等で廃食用油等を集める「 イ

ベント 回収」、 不燃ごみや粗大ごみの中から 金属類などを取り 出す「 ピッ ク アッ プ回

収」 も 行っ ています。 こ れら の取組により 、 区民が身近な場所で資源を 出し やすい仕組

みづく り を進めてき まし た。  

区の資源化率は、 23 区の中でも 高い水準にあり ますが、 計画の策定当初から 資源化

率に大き な変化はみら れません。 また、 基礎調査では、 紙類のう ち「 紙パッ ク 」 や「 そ

の他再生可能紙」 が可燃ごみと し て出さ れている状況が確認さ れており 、 まだ資源と し

て活用でき るも のがごみに混ざっ ているこ と が分かり ます。 資源回収を さ ら に広げてい

く ためには、 区民一人ひと り が分別方法を 理解し 、 資源と し て出せるも のを 正し く 分け

て出すこ と が大切です。  

今後は、 資源の出し 方を より 分かり やすく 周知すると と も に、 拠点回収やイ ベント 回

収など、 区民が利用し やすい回収方法の充実を図る必要があり ます。 あわせて、 紙類、

古着、 小型家電、 廃食用油など、 資源化でき る品目について情報発信を 強化し 、 家庭か

ら 出るごみの中に資源が混ざら ないよう 、 分別の徹底を 進める必要があり ます。  
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集団回収活動団体数の推移

⑤ 持続可能な集団回収制度の構築 

集団回収は、 町会・ 自治会、 Ｐ Ｔ Ａ 、 マンショ ン管理組合などの地域団体が、 回収日

や回収場所、 回収品目を決め、 家庭から 出さ れる古紙、 びん、 缶、 布類などの資源をま

と めて回収業者に引き 渡す取組です。 地域の皆さ んが協力し て資源を集めるこ と で、 ご

みの減量や資源化につながるだけでなく 、 地域の環境美化やコ ミ ュ ニティ づく り にも 役

立っ ています。 区では、 集団回収を行う 団体に対し て、 回収実績に応じ た報奨金の交付

や、 空き 缶プレ ス機の貸出し などの支援を 行っ てき まし た。  

近年、 集団回収に取り 組む団体数は増加傾向にある一方で、 新聞・ 雑誌などの紙類の

減少などにより 、 集団回収による資源回収量は減少傾向にあり ます。 集団回収を将来に

わたっ て続けていく ためには、 地域団体の負担を でき るだけ軽く し 、 マンショ ンなど多

様な住まい方にも 対応し ながら 、 参加し やすい仕組みにし ていく こ と が必要です。  

今後は、 集団回収制度の周知を 進めると と も に、 活動団体への支援内容や手続の分か

り やすさ を高め、 既に活動し ている団体が継続し やすく 、 新たな団体も 参加し やすい環

境づく り を進める必要があり ます。 また、 地域の実情に応じ た回収方法の工夫や、 資源

回収の意義を 分かり やすく 伝える情報発信を 通じ て、 区民の自主的な資源回収活動を支

える体制を整える必要があり ます。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥ 安全･安心･便利な清掃事業の運営と 収集サービスの改善 

区では、 区民が安心し てごみや資源を出すこ と ができ るよう 、 地域の特性や生活状況

に応じ た収集サービスを行っ てき まし た。 新橋や六本木などの繁華街では、 まちの美観

や安全を 保つために早朝収集を 実施し ています。 また、 高齢者や障害者、 妊産婦等で構

成する世帯に対し ては、 戸別訪問収集や粗大ごみの運び出し 収集を 行い、 ごみ出し が困

難な方を 支援し ています。 さ ら に、 集積所での分別や排出方法に関する相談、 集積所周

辺のト ラ ブルへの対応など、 ふれあい指導を 通じ て、 地域に寄り 添っ た清掃事業を 進め

てき まし た。  

一方で、 清掃事業を 取り 巻く 状況は変化し ています。 高齢化の進行に伴い、 ごみ出し

に支援を 必要と する世帯の増加が見込まれるほか、 集合住宅の増加や集積所の戸別化に

より 、 地域ごと に収集方法や集積所管理の課題が異なっ ています。 また、 リ チウムイ オ

ン電池などの小型充電式電池がごみや資源に混入するこ と で、 収集車両や処理施設で火

災が発生するおそれがあり ます。 安全で安定し た収集を 続けるためには、 危険物の正し

い出し 方の周知や、 地域の実情に応じ た収集体制の見直し が必要です。  

（団体） 
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家庭ごみの有料化については、 基礎調査で反対またはどちら かと いえば反対と する意

見が多く 、 不法投棄の増加などを 心配する声も あり ます。 そのため、 導入の是非につい

ては、 区民の意見や周辺自治体の動向、 減量効果、 負担の公平性、 不適正排出への対応

などを踏まえ、 慎重に検討し ていき ます。 今後も 、 区民にと っ て分かり やすく 利用し や

すい収集サービスを 維持し ながら 、安全・ 安心で持続可能な清掃事業の運営を 進めます。  
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⑦ 災害等への対応力の向上 

大規模な地震や風水害が発生すると 、 壊れた家具、 家電、 建物の一部、 片付けごみな

ど、 通常の生活ごみと は異なる多量の災害廃棄物が発生し ます。 こ れら を速やかに片付

け、 適切に分別・ 処理するこ と は、 生活環境を守り 、 まちの復旧・ 復興を進めるう えで

大切です。 港区では、 災害時にも でき るだけ円滑にごみ処理を行えるよう 、 令和４

（ 2022） 年３ 月に「 港区災害廃棄物処理基本方針」 を 策定し 、 災害廃棄物の仮置場の確

保、 収集・ 運搬、 処理の流れ、 関係機関と の連携などを 整理し ています。  

災害時には、 限ら れた人員や道路状況の中で収集・ 処理を 行う 必要があるため、 平常

時と は異なる分別や排出方法になる場合があり ます。 そのため、 区民が災害時のごみの

出し 方や仮置場の考え方を あら かじ め理解し ておく こ と が重要です。 また、 家庭では、

家具の転倒防止や不要品の整理などにより 、 災害時に発生する片付けごみを でき るだけ

少なく する備えも 大切です。 今後は、 災害廃棄物処理基本方針に基づき 、 関係機関や民

間事業者と の連携を 強化すると と も に、 区民への分かり やすい情報提供や訓練等を 通じ

て、 災害時にも 安全で衛生的な生活環境を 確保でき る体制づく り を 進めていき ます。  

 

【災害廃棄物処理の流れ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （ 出典： 港区災害廃棄物処理基本方針）     
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⑧ 効果的な普及･啓発と 環境学習の充実 

ごみの減量や資源の分別を進めるためには、 区民一人ひと り が、 ごみや資源の出し 方

を 正し く 理解し 、 日々の暮ら し の中で無理なく 実践でき るこ と が大切です。 基礎調査で

は、 区に力を 入れてほし いこ と と し て「 ごみ減量・ リ サイ ク ルの意識啓発」 が最も 多

く 、 次いで「 集積所の環境美化に向けた意識啓発」 が多く なっ ており 、 分かり やすい情

報発信や意識啓発への期待が高いこ と がう かがえます。 一方で、 区の取組について「 利

用し たこ と がない、 知ら ない」 と する回答も 一定程度あり 、 必要な情報が十分に届いて

いない面も あり ます。  

今後は、 広報紙や区ホームページ、 Ｓ Ｎ Ｓ 、 動画、 イ ベント など、 さ まざまな手段を

組み合わせながら 、 年代や生活スタ イ ルに応じ て分かり やすく 情報を届けていき ます。

また、 子ども から 大人までが、 ごみの減量、 分別、 リ サイ ク ル、 食品ロス削減、 プラ ス

チッ ク の使用抑制などについて学び、 行動につなげら れるよう 、 学校や地域、 事業者と

連携し た環境学習を 充実さ せます。 あわせて、 集積所の使い方や資源の出し 方、 地域で

取り 組まれている優良事例などを 紹介し 、 区民・ 事業者・ 区が協力し て、 清潔で資源が

循環するまちづく り を 進めます。  
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次世 向けの環境学習を  た人  成

生ごみ処理機の 成制度の充実

集団回収の支 ・拡充

  収集など区民の状況に応 たき  かいごみ収集

その他

  収集の実施

  ・資源品目の  

区に を れて しい取組（令和７年度基礎調査）
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（２） 取組の達成状況 

区のごみ減量・ 資源化の進捗を 確認するために、 区は前期計画で以下のと おり 数値目

標を 定めまし た。 総排出量、 資源化率、 食品ロス、 プラ スチッ ク 、 温室効果ガス排出量

などを用いて、 取組の達成状況を 確認し ます。  

資源・ごみの排出実態に関する指標 

No. 指標 単位 内容 

1 総排出量 t/年、g/人・日 区内で発生する資源・ごみの総量 

2 区収集可燃ごみ量 t/年、g/人・日 区が収集する可燃ごみの量 

3 可燃ごみへの資源混入割合 ％ 可燃ごみに混入する資源の割合 

4 食品ロス発生量 t/年、g/人・日 家庭から出る食品ロスの発生量 

5 プラスチック排出量 t/年、g/人・日 家庭から出るプラスチック量 

6 資源化率 ％ 資源・ごみのうち再資源化された割合 

7 資源回収量 t/年、g/人・日 行政回収等で集 た資源の量 

8 集団回収による資源回収量 t/年 地域団体が自 回収する資源量 

9 資源とごみの     ％ 区民の     

10 持込ごみ量 t/年 事業者等が清掃工場へ持ち込むごみ量 

11 再利用計画書上の再利用率 紙類・厨芥類％ 大規模事業者の再利用状況 

12 温室効果ガスの排出量 t-CO₂/年 
可燃ごみ・プラスチック焼却に伴う温室

効果ガス排出量 

■ ① 総排出量削減 

総排出量は、 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の影響により 事業活動や人流が一時的に縮小

し た時期には減少し まし たが、 その後は社会経済活動の回復や来街者の増加に伴い、 再

び増加する傾向がみら れます。 年間量でみる と 、 令和７ 年度実績は前期計画の中間年度

目標値を 下回っ ており 、現時点では目標の水準をおおむね達成し ていると 評価でき ます。 

一人１ 日当たり の量についても 、 令和７ 年度実績は計画中間年度目標値を達成し てお

り 、 区民一人当たり のごみの排出抑制は一定程度進んでいると 考えら れます。  

 

令和７年度実績 計画中間年度目標 

【総排出量】 

153,689t/年 

【原単位】 

1,560.2g/人・日 

【総排出量】 

164,500t/年 

【原単位】 

1,583g/人・日 

目標を達成 
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■ ② 区収集可燃ごみ量削減 

区収集可燃ごみ量は、令和７ 年度実績が年間 47, 583t、一人１ 日当たり 483. 1g であり 、

計画中間年度目標の年間 41, 300t 、 一人１ 日当たり 397g まで減量でき ていません。  

 

令和７年度実績 計画中間年度目標 

【排出量】 

47,583t/年 

【原単位】 

483.1g/人・日  

【排出量】 

41,300t/年 

【原単位】 

397g/人・日 

更に削減が必要 

 

■ ③ 可燃ごみへの資源混入割合の削減 

可燃ごみへの資源混入割合は、 令和７ 年度実績が 32. 8％と なっ ており 、 計画中間年度

目標の 24％を 達成でき ていません。  

 

令和７年度実績 計画中間年度目標 

32.8％ 24％ 

更に削減が必要 

■ ④ 食品ロス発生量削減 

家庭での食品ロス発生量は、 令和７ 年度実績が年間 4, 758t、 一人１ 日当たり 48. 3g で

あり 、 計画中間年度目標の年間 3, 800t、 一人１ 日当たり 37. 0g を 達成でき ていません。 

 

令和７年度実績 計画中間年度目標 

【発生量】 

4,758t/年 

【原単位】 

48.3g/人・日  

【発生量】 

3,800t/年 

【原単位】 

37.0g/人・日 

更に削減が必要 
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■ ⑤ プラスチック排出量削減 

プラ スチッ ク 排出量は、 令和７ 年度実績が年間 12, 894t 、 一人１ 日当たり 130. 9g であ

り 、 計画中間年度目標の年間 12, 100t 、 一人１ 日当たり 116g を 達成でき ていません。  

 

令和７年度実績 計画中間年度目標 

【排出量】 

12,894t/年 

【原単位】 

130.9g/人・日  

【排出量】 

12,100t/年 

【原単位】 

116g/人・日 

更に削減が必要 

 

■ ⑥ 資源化率向上 

資源化率は、 令和７ 年度実績が 28. 4％であり 、 計画中間年度目標の 40％には届いてい

ません。  

 

令和７年度実績 計画中間年度目標 

28.4％ 40％ 

更に向上が必要 

 

■ ⑦ 資源回収量向上 

資源回収量は、 令和７ 年度実績が年間 20, 234t、 一人１ 日当たり 205. 4g であり 、 計画

中間年度目標の年間 30, 100t 、 一人１ 日当たり 289g を下回っ ています。  

 

令和７年度実績 計画中間年度目標 

【回収量】 

20,234t/年 

【原単位】 

205.4g/人・日 

【回収量】 

30,100t/年 

【原単位】 

289g/人・日 

更に向上が必要 
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■ ⑧ 集団回収による資源回収量向上 

集団回収による資源回収量は、令和７ 年度実績が 4, 607t であり 、 計画中間年度目標の

年間 6, 800t を 下回っ ています。  

 

令和７年度実績 計画中間年度目標 

4,607t/年 6,800t/年 

更なる推進が必要 

 

■ ⑨ ごみと資源の    向上 

ごみと 資源の分別意識は、 令和８ 年度に区が実施し た意識調査では区民の 77％が「 き

ちんと 分別し ている」 と いう 回答であり 、 区民の分別意識は向上し ています。  

 

令和８年度実績 計画中間年度目標 

77％ 65％ 

目標を達成 

 

■ ⑩ 持込ごみ量削減 

区内で排出さ れる ごみの大き な割合を 占める 持込ごみ量は、 令和７ 年度実績は年間

82, 586t であり 、 計画中間年度目標の 90, 100t より も 削減でき ています。  

一方で、 持込ごみ量は、 新型コ ロナウイ ルス感染症の影響による減少後、 事業活動の

回復に伴い増加傾向にあるこ と から 、 抑制に向けた更なる取組が必要です。  

 

令和７年度実績 計画中間年度目標 

82,586t/年 90,100t/年 

目標を達成 
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■ ⑪ 再利用計画書上の再利用率向上 

再利用計画書上の再利用率については、 令和７ 年度実績は、 紙類再利用率が 52. 2％、

厨芥類再利用率が 18. 6％であり 、 いずれも 計画中間年度目標には届いていません。  

 

令和７年度実績 計画中間年度目標 

【紙類再利用率】 

52.2％ 

【厨芥類再利用率】 

18.6％ 

【紙類再利用率】 

66％ 

【厨芥類再利用率】 

20％ 

更に向上が必要 

 

■ ⑫ 温室効果ガスの排出量削減 

温室効果ガスの排出量については、令和７ 年度実績は 21, 988t -CO₂であり 、計画中間年

度目標の 18, 300t -CO₂まで削減でき ていません。  

 

令和７年度実績 計画中間年度目標 

21,988t-CO₂/年 18,300t-CO₂/年 

更に削減が必要 
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（３） 区が収集した資源・ごみの処理の流れ 

 
 

回収品目 収集・運搬 中間処理① 中間処理①後の廃棄物種 最終処 先

可燃ごみ 区・（一社）東京環境保全協会会員各社 港清掃工場 再生利用（セメント原料等）

管路ごみ（台場） 都・臨海副都心ごみ管路収集輸送システム 有明清掃工場 中央 波堤外側埋立処 場・新海面処 場

廃コード、携帯電話

おもちゃ

スプレー缶、ライター

デジ メ等拠点回収対象品、
小型家電、調理器具等の金属類

充電式電池 再生利用（レアメタル等）

蛍光灯・乾電池等の水銀含有物 再生利用（水銀・ガラス・金属類）

陶磁器・ガラス類 再生利用（人口砂、土木資 原料）

その他 中央 波堤外側埋立処 場・新海面処 場

使用済み小型家電、自転車等の金属類 再生利用（銅・鉄等の金属類）

家具等の木製品 再生利用（パーティクルボード）

羽毛ふとん 再生利用（リユース羽毛等）

清掃工場で焼却 再生利用（セメント原料等）

中央 波堤外側埋立処 場・新海面処 場

容器包装プラスチック 再生利用（プラスチック原料等）

製品プラスチック・
区市町村負担 の容器包装プラスチック

再生利用（アンモニア、ドライアイス等）

リターナブルびん（生きびん） 再使用

無色びん（ レット）

茶色びん（ レット）

その他色びん

スチール缶 再生利用（鉄）

アルミ缶 再生利用（アルミ）

ペットボトル 東京都環境衛生事業協同組合港区支部 ペットボトル 再生利用（ペットボトル）

古紙 東京都環境衛生事業協同組合港区支部
古紙（新聞・雑誌・段ボール・

その他再生可能紙）
再生利用（紙パルプ）

古着 東京都環境衛生事業協同組合港区支部 古着（古着・使用済みの靴  バン） 再使用、再生利用（繊維等）

使用済み小型家電
（９品目）

東京都環境衛生事業協同組合港区支部 みなとリサイクル清掃事務所
使用済み小型家電（携帯電話機・
デジタル メラ・ゲーム機等）

再生利用（銅・鉄等の金属類）

ペットボトルキャップ 東京都環境衛生事業協同組合港区支部 認定ＮＰＯ 人を  たワクチン寄付

廃食用油 東京都環境衛生事業協同組合港区支部 みなとリサイクル清掃事務所 廃食用油 再生利用（再生油脂）

未利用食品
【受付窓口】みなとリサイクル清掃事務所、

各総合支所等
フードバンク等（未利用食品）

再生利用（ガラス原料）

再生利用（銅・鉄等の金属類）

不燃ごみ （一社）東京環境保全協会会員各社 芝浦清掃作業所（選 ）

新堀粗大ごみ中継所（選 ）

その他

粗大ごみ 東京都環境衛生事業協同組合港区支部

【委託】社会福祉 人エールみなと
（電線剥離・携帯電話 解）等

【引渡し】
（公財）日本容器包装リサイクル協会

粗大ごみ破砕処理施設
【破砕、鉄を回収】

資源プラスチック

びん

【売却】港区リサイクル事業協同組合
古紙ヤード

中間処理②

芝浦清掃事業所（破砕）

京浜不燃ごみ処理センター

【委託】解体及び釘 ガラス等の除去

焼却灰

港資源化センター（選 ）

缶

東京都環境衛生事業協同組合港区支部

港区リサイクル事業協同組合

港区リサイクル事業協同組合

【売却】港区リサイクル事業協同組合

【引渡し】
（公財）日本容器包装リサイクル協会

【売却】港区リサイクル事業協同組合

0
0
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（４） 清掃リサイクル事業に わるコスト 

清掃リ サイ ク ル事業に関わるコ スト は、 ごみや資源の収集・ 運搬、 資源化、 施設の維

持管理、 事業運営などに必要と なる経費です。 令和５ 年度から 令和７ 年度までの清掃事

業コ スト を見ると 、 合計額はおおむね 50 億円から 60 億円台で推移し ており 、 令和７ 年

度は約 63. 5 億円と 、 こ の期間で最も 高く なっ ています。 特に、 事業経費は令和７ 年度に

約 46. 3 億円と なっ ており 、 全体の増加に大き く 影響し ています。  

一方、 清掃事業に関する収入は、 使用料等、 国庫（ 都） 支出金、 その他収入で構成さ

れており 、 令和７ 年度の収入合計は約 6. 2 億円と なっ ています。 ただし 、 清掃事業コ ス

ト 全体に対し て収入が占める割合は大き く なく 、 事業の多く は一般財源によ り 支えら れ

ている状況です。  

今後は、 ごみの発生抑制や資源分別の徹底により 、 収集・ 運搬や処理にかかる負担を

抑えると と も に、 資源回収方法の効率化、 施設・ 車両の計画的な維持管理、 民間活力の

活用などにより 、 清掃サービスの質を 維持し ながら 、 持続可能な事業運営を 進める必要

があり ます。 区民一人ひと り がごみを 減ら し 、 資源を 正し く 分別するこ と は、 環境負荷

の低減だけでなく 、 清掃リ サイ ク ル事業のコ スト 抑制にも つながり ます。  

 

清掃事業コスト                            単位：千円 
 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

人件費 1,027,710 1,000,898 1,013,720 

退職手当引当

金繰入等 
57,857 62,978 58,172 

事業経費 3,460,529 4,107,841 4,634,359 

維持管理費 439,491 520,190 506,084 

減価償却費 130,254 130,684 139,665 

合計 5,115,841 5,822,591 6,352,000 

 

清掃事業に する収入                         単位：千円 

  令和５年度 令和６年度 令和７年度 

使用料等 424,459 423,364 412,026 

国庫（都） 

支出金 
1,532 2,207 1,977 

その他収入 194,789 244,531 206,288 

合計 620,780 670,102 620,291 

 （ 出典： 港区財政レ ポート ）  
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（５）   区  

港区の分別区分は下記に示すと おり です。 ごみと 資源を正し く 分別するこ と は、 焼却

量の削減、 資源化率の向上、 清掃事業コ スト の抑制につながり ます。  

種類 分別区分 排出者 収集主体 収集頻度 

家
庭
ご
み 

区収集ごみ 

可燃ごみ（燃 すごみ） 

区民 区 

２回／週 

不燃ごみ（燃 さないごみ） ２回／月 

粗大ごみ 申込制 

資
源 

集団回収 

古紙 区民 

町会・自治会等の 

実践団体 
団体ごとに異なる 

布類 

区民 

金属類 

びん類 

その他 

集 所回収 

資源プラスチック 

区 

１回／週 
古紙 

びん、缶 

ペットボトル 

拠点回収 

使用済み小型家電製品 

随時 

ペットボトルキャップ 

古着 

廃食用油 

使用済み蛍光灯 

使用済み乾電池 

陶磁器 

ガラス類 

おもちゃ 

イベント回収 

使用済み小型家電製品 

イベント開催時 
廃食用油 

羽毛布団 

園芸土 

ピックアップ回収 

充電式電池 

収集した不燃ご

み・粗大ごみから

資源化可能なもの

をピックアップ 

金属製品等 

コード類 

使用済み蛍光灯 

使用済み小型家電製品 

陶磁器 

ガラス類 

おもちゃ 

羽毛布団 

廃木  
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３ 計画後期に向けた数値目標 

 数値目標及び取組指標は、 ごみ減量・ 資源化施策の成果を 客観的に把握し 、 計画の進行管

理や施策の改善につなげるために設定するも のです。 数値目標については、 区民・ 事業者の

排出抑制や資源循環の成果を 総合的に示す指標と し て設定し 、 取組指標については、 資源化

の促進や食品ロス削減、 脱プラ スチッ ク 及び脱炭素化など各施策の進捗状況を 多面的に把握

するために設定し ます。  

 

 

本計画の数値目標 

No. 指標 単位 
令和７年度 

実績 

令和 14 年度 

推計値 

令和 14 年度 

目標値 

1 区収集ごみ量 
一人１日当たりの量 

（g/人・日） 
517 474 460 

2 資源化率 資源化率（％） 28.4 23.31 40.0 

3 持込ごみ量 年間量（ｔ/年） 82,586 104,501 70,600 

 

 

 

 

517

474

460

400

450

500

550

令和7年度

実績

令和14年度

推計

令和14年度

目標値

数値目標① 区収集ごみ量 一人1日当たりの量

57g 

14g 

目標達成に向け、現状から 57g 削減 

（g/人・日） 
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数値目標② 資源化率
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数値目標③ 持込ごみ量（ｔ/年）

 11.6％ 
16.7％ 

11,986t 

33,901t 

目標達成に向け、現状から約 11.6 ポイント向上 

目標達成に向け、現状から約 12,000t 削減 

（％） 

（ｔ/年） 
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本計画の取組指標 

No. 指標 単位 
令和７年度 

実績 

令和 14 年度 

推計値 

令和 14 年度 

目標値 

1 総排出量 年間量（ｔ/年） 153,689 171,479 152,800 

2 
可燃ごみへの資源混入

割合  
割合（％） 32.8 35.8 25.0 

3 食品ロス発生量 
一人１日当たりの量 

（g/人・日） 
48.3 44.6 43.0 

4 プラスチック排出量 年間量（ｔ/年） 12,894 13,091 12,100 

5 
集団回収による資源 

回収量 
年間量（ｔ/年） 4,607 3,468 5,000 

6 

大規模建築物(延床面

 1,000㎡以上)の再利

用計画書上の資源化率 

紙類再利用率（％） 52.2 46.7 60.0 

厨芥類再利用率（％） 18.6 23.3 25.0 

7 温室効果ガス排出量 
CO₂排出量 

（ｔ- CO₂/年） 
21,988 23,994 21,086 

 

 

 

 


